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２２－－１１－－３３  花花粉粉発発生生源源ススギギ人人工工林林減減少少推推進進計計画画   
 

国民病とも呼ばれる花粉症への対応として、令和 5 年 5 月、「発生源対策」「飛散対策」「曝

露・発症 対 策」の取組 を 3 本柱とした「花粉症対策の全 体像」が、花 粉症に関する関係閣僚

会議において決定された（図表２－１－9）。 

図表２－１－9 花粉症対策の全体像 

 

上記発生 源 対策・飛散対策においてスギ人工林対策が重 要となることから、農林水産省お

いて「花粉発生源スギ人工林減少推進計画」が策定された。図表２－１－10 は、この計画の概

要を示したものであるが、現在の花粉発生源となるスギ人工林（431 万 ha）を今後 10 年間で約

2 割削減すること等としている。 
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図表２－１－10 花粉発生源スギ人工林減少推進計画の概要 

 

 

２２－－１１－－４４  森森林林整整備備保保全全事事業業計計画画のの概概要要   
 

図表２－１－１１は、現行の森林整備保全事業計画について、林野庁 HP より引用掲載した

ものである。現行計画は、森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第４条第５項の規定により、平成

26 年度から平成 30 年度までの計画であり、平成２６年５月３０日に閣議決定された。 
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図表２－１－１１ 現行森林整備保全事業計画の概要（１） 
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図表２－１－１１ 現行森林整備保全事業計画の概要（２） 
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図表２－１－１１ 現行森林整備保全事業計画の概要（３） 
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図表２－１－１１ 現行森林整備保全事業計画の概要（４） 
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２２－－１１－－５５  第第５５次次環環境境基基本本計計画画のの概概要要   
 

 現行の環境基本計画は、平成 30 年 4 月に閣議決定された第 5 次環境基本計画であり、計

画期間を概ね 6 年としていることから、令和 6 年度には改定される予定となっている。そのため、

現行の計画の概要について、環境省 HP より引用掲載することとした。 

環境基本計画は、環境基本法第 15 条に基づき、環境の保全に関する総合的かつ長期的

な施策の大綱等を定めるものであり、我が国の環境政策の長期的ビジョンを示し、政策展開の

基本的考え方を示すものとなっている。 

図表２－１－１２は、環境基本計画 の基本的方 向性の概要 であり、図表２－１－１３は、施策

の重点戦略の概要である 

図表２－１－１２ 第 5 次環境基本計画の基本的方向性 
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図表２－１－１３ 第 5 次環境基本計画の重点戦略 
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２２－－１１－－６６  生生物物多多様様性性国国家家戦戦略略のの概概要要   
 

（1）戦略の概要 

 

「生物多様性国家戦略 2023－2030」は、令和 5 年 3 月 31 日に閣議決定され公開された。

生物 多様 性 国家 戦略は、生物 多様 性条 約第６条に基づき締約 国が策 定する戦略 である。我

が国においては、2008 年に生物多様性基本法（平成 20 年法律第 58 号）が施行されて以

降、同法第 11 条に基づき政府が策定する生物多様性の保全と持続可能な利用に関する基

本的な計画としても位置づけられている。 

この戦略は、第一部の「戦略」と第二部「行動計画（関連施策）」により構成されている。図表

２－１－１４、１５は、概要図と状態目標・行動目標を環境省 HP より引用掲載したものである。 

状 態 目 標とは、2030 年 までに達 成 すべき状 態 を定 性 的に示したものであり、行 動 目 標は、

関連省庁との連携により実施すべき施策を具体的に示したもので、参考として数値目標が示さ

れている目標もある。 

図表２－１－１４ 生物多様性国家戦略 2023－2030 の概要図 

 

図表２－１－１５ 状態目標・行動目標の概要 

 

図表２－１－１５ 状態目標・行動目標の概要（続き） 
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（2）森林・林業施策に関連する行動目標 

生物多様性国家戦略の行動目標のうち、森林地域と関連する行動目標及び森林・林業施

策と関連すると考えられる行動目標別の施策は下記のとおりである。 

1）行動目標１-１ 陸域及び海域の 30％以上を保護地域及び OECM により保全するととも

に、それら地域の管理の有効性を強化する 

①1-1-4 既存保護地域の法令に基づく規制・管理等 

図表２－１－１６は、内陸及び内陸水域の保護地域の面積を示したものであるが、概ね森林

地域に該当する。 

図表２－１－１６ 内陸・内陸水域の保護地域 


